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序文（はじめに） 

ボリビア投資ガイド 2026（更新版） 

本書は、ボリビア多民族国（Estado Plurinacional de Bolivia）における投資環境、関

連法制度および実務上の留意点について、日本企業および関係者に対し、基礎的かつ

実務的な情報を提供することを目的として、独立行政法人国際協力機構（JICA）が作

成したものである。なお、本書の作成にあたっては、現地における実務的知見を反映

するため、Bufete Aguirre, Quintanilla, Soria & Nishizawa法律事務所（BAQSN）の協力

を得ている。 

ボリビアは南米大陸の中央に位置する内陸国であり、天然ガス、鉱物資源、リチウム

などの豊富な天然資源を有するとともに、近年ではサンタクルス地域を中心に農業・

食品産業が発展しており、多様な投資機会を有している。また、アンデス共同体

（CAN）の加盟国であるとともに、南米南部共同市場（Mercosur）への加盟プロセ

スが進展しており、域内市場へのアクセスの観点からも一定の潜在力を有する国であ

る。 

他方で、ボリビアの投資環境は、国家の経済政策および社会政策の影響を強く受ける

構造にあり、法制度および行政運用に対する十分な理解が求められる。特に、資源分

野における国家の関与、労働法制における労働者保護の原則、ならびに外貨供給の制

約に起因する為替市場の動向等は、企業活動に重要な影響を及ぼし得る重要な要素で

ある。 

近年においては、2025年 11月に発足した新政権が、外国投資を含む民間投資の促

進を政策の一つとして掲げ、経済の安定化および成長の回復に向けた各種施策を検

討・実施している。これにより、今後の投資環境の改善に対する期待が一定程度高ま

っている。 

もっとも、外貨流動性の制約やマクロ経済上の課題など、留意すべきリスクも存在し

ており、ボリビアへの投資を検討するにあたっては、こうした機会とリスクの双方を

踏まえた総合的な判断が重要である。 

本書では、こうした最新の政治・経済動向を踏まえつつ、投資関連法制、会社法、労

働法、税制、外資規制、知的財産制度、金融制度等について、可能な限り体系的に整

理している。本書が、ボリビアにおける事業機会の理解促進および投資検討の一助と

なることを期待する。 



なお、本書の内容は 2026年 3月時点の情報に基づいて作成されており、今後の法令

改正や政策変更等により内容が変更される可能性がある。また、本書は一般的な情報

提供を目的としたものであり、特定の投資判断を推奨するものではない。個別具体的

な案件については、関係法令および最新の実務動向を踏まえ、専門家に相談すること

が望まれる。 
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本情報は 2026 年 3 月現在のものであり、法令や制度等については今後、変更の可能

性が有る。ボリビアでの投資に当たっては、法律、会計、その他の専門的なアドバイ

スを受けることを推奨する。 
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第 1 章 ボリビアの概要 

1 国の概要 

ボリビア多民族国（Estado Plurinacional de Bolivia。以下「ボリビア」という。）は、

南米大陸の中央部に位置する内陸国である。憲法上の首都はスクレであるが、大統領府

および国会議事堂をはじめとする行政府・立法府の主要機関はラパスに所在しており、

同市が事実上の行政首都として政治・行政の中心となっている。 

ボリビアは、9 つの県（Departamento）により構成されており、各県および県都は以下

のとおりである。 

• ベニ県（トリニダ） 

• コチャバンバ県（コチャバンバ） 

• チュキサカ県（スクレ） 

• ラパス県（ラパス） 

• オルロ県（オルロ） 

• パンド県（コビハ） 

• ポトシ県（ポトシ） 

• サンタクルス県（サンタクルス・デ・ラ・シエラ） 

• タリハ県（タリハ） 

国土面積は約 109 万 8,581 平方キロメートルであり、日本の約 3 倍の広さを有する。人

口は、2024 年国勢調査によれば約 1,137 万人である。 

2 地理・地勢 

ボリビアは、西経 57 度 26 分から 69 度 38 分、南緯 9 度 38 分から 22 度 53 分の範囲に

位置し、南米大陸のほぼ中央部に所在する。北西にペルー、北および東にブラジル、南

にパラグアイおよびアルゼンチン、南西にチリと国境を接している。 

独立当初のボリビアは、現在の約 2 倍に相当する領土を有していたが、19 世紀後半の

領土紛争を経て領土を縮小した。特に、1879 年から 1884 年にかけての太平洋戦争の結

果、チリとの戦争に敗れ、太平洋への出口を失って内陸国となった。 

ボリビアの地理は、大きく以下の 3 地域に区分される。 

1. アンデス高原地帯（アルティプラーノ） 



2. 渓谷地帯（バリェ） 

3. 東部平原地帯（リャノ・オリエンタル） 

（1）アンデス高原地帯（アルティプラーノ） 

ボリビア西部にはアンデス山脈が南北に連なり、標高 6,000 メートル級の山々が連続し

ている。アンデス山脈はペルー中部付近で東西二つの山系に分かれ、その間に広がる高

原地帯がアルティプラーノである。 

アルティプラーノは、最大幅約 250 キロメートル、平均海抜 3,500～3,800 メートルの

高原であり、ボリビア国土の約 2 割を占める。この地域にはラパス、オルロ、ポトシな

どの主要都市が所在する。鉱物資源に恵まれていることから古くから人口が集中してお

り、国内人口の相当部分が居住している。 

（2）チチカカ湖 

アンデス高原地帯には、ペルーとボリビアにまたがるチチカカ湖が所在する。同湖は標

高約 3,812 メートルに位置する世界最高所級の大型淡水湖の一つであり、面積約 8,560

平方キロメートルのうち約 44％がボリビア領に属する。最大水深は約 280 メートルと

される。 

アルティプラーノの多くは乾燥した寒冷地帯であるが、チチカカ湖周辺は比較的温暖な

気候に恵まれており、ジャガイモ、キヌア、ソラマメなどの農業が行われている。 

（3）渓谷地帯（バリェ） 

アンデス山脈の東麓には、河川や氷河の侵食によって形成された渓谷地帯（バリェ）が

広がっている。 

この地域の北部にはラパス県のユンガス地域があり、亜熱帯性の高温多湿な気候を有す

る肥沃な農業地帯となっている。ここでは、カカオ、コーヒー、バナナ、柑橘類、サト

ウキビ、コカなどの熱帯作物が生産されている。 

一方、南部の標高 1,500～2,800 メートルの地域は、比較的乾燥した温暖な気候であ

り、コチャバンバ、スクレ、タリハなどの都市が位置している。この地域では、小麦な

どの穀物、豆類、果樹など多様な農産物が生産されている。バリェ地域は国土の約 2 割

を占める。 

（4）東部平原地帯（リャノ・オリエンタル） 



ボリビア国土の約 6 割を占めるのが、東部に広がる低地平原であるリャノ・オリエンタ

ルである。この地域は主として熱帯または亜熱帯気候に属し、アマゾン地域、中央低地

およびチャコ地域に大別される。 

北部のアマゾン地域は広大な熱帯雨林に覆われ、かつては天然ゴムの生産地として栄え

た。現在では、林業やブラジルナッツ（カスターニャ）の生産が主な産業となってい

る。 

南部のチャコ地域は乾燥したサバンナ気候に属し、人口密度は比較的低い。 

中央部から南東部にかけては、サンタクルスを中心とする農牧業地域が広がっており、

近年、ボリビア国内で最も経済発展が著しい地域となっている。米、小麦、大豆、サト

ウキビ、牛肉、鶏肉などの農畜産物の主要生産地であり、国内農業生産の中心を担って

いる。 

3 歴史 

現在のボリビア地域は、16 世紀半ばにスペインによって征服され、「アルト・ペル

ー」としてスペイン植民地統治の下に置かれた。当初はペルー副王領の一部として統治

され、その後、ラ・プラタ副王領に編入された。 

1809 年に独立運動が始まり、約 15 年に及ぶ独立戦争の結果、1825 年にスペインから

独立し、共和国として建国された。 

4 政治体制 

2009 年に公布された現行憲法により、ボリビアは大統領を国家元首とする大統領制共

和国とされている。国家は多民族国家として位置付けられているが、国家の統一性は維

持されており、統治体制として代議制民主主義および地方分権制度が採用されている。 

立法府は二院制を採っており、上院（36 議席）および下院（130 議席）から構成され

る。上院は各県から 4 名ずつ選出され、下院は小選挙区選出議員、比例代表議員および

先住民代表議員により構成される。 

司法制度は、最高裁判所、憲法裁判所、農業環境裁判所および司法評議会などにより構

成されており、通常裁判については三審制が採用されている。 



5 近年の政治情勢 

ボリビアでは、1960 年代半ばから約 20 年間にわたり軍事政権が続いたが、1982 年に

民政移管が実現し、民主的政治体制が再建された。 

1980 年代には、ハイパーインフレーションを伴う深刻な経済危機が発生し、1985 年に

導入された「新経済政策（Nueva Política Económica）」により、価格自由化、財政緊

縮、国営企業改革などの市場経済改革が実施された。 

1990 年代には、国営企業の資本化政策（capitalización）を通じて、特に石油・天然ガ

ス、エネルギー、通信分野において相当規模の外国投資が誘致されるとともに、地方分

権化を進める大衆参加法（Ley de Participación Popular）などの制度改革が実施され

た。 

2000 年代初頭には、天然ガス政策をめぐる社会的対立が深まり、2003 年には大規模抗

議運動（いわゆる「ガス戦争」）が発生した。この政治危機を経て、2005 年の総選挙

では社会主義運動（MAS）のエボ・モラレスが当選し、2006 年に政権が発足した。 

モラレス政権は、天然資源の国家管理強化を掲げ、炭化水素部門の国家統制強化や企業

の再国有化などを実施した。資源価格の上昇を背景として、同時期には経済成長も継続

した。 

2009 年には新憲法が制定され、国名は「ボリビア共和国」から「ボリビア多民族国」

へ変更された。 

2019 年の大統領選挙をめぐる政治危機を経て、2020 年の総選挙では MAS のルイス・

アルセが当選し、政権が発足した。 

その後、天然ガス輸出の減少、外貨準備高の低下、燃料補助金の増加などを背景とし

て、2020 年代半ば以降、ボリビア経済は財政および外貨面での制約に直面している。 

このような状況の下、2025 年 11 月に発足したロドリゴ・パス・ペレイラ政権は、経済

再建、制度的安定性の回復および投資環境の改善を主要政策課題として掲げており、外

国投資を含む民間投資の拡大を通じた経済活性化を志向している。 

6 人口と言語 

ボリビアの人口は、2024 年国勢調査によれば約約 1,137 万人である。憲法上、スペイ

ン語のほか 36 の先住民言語が公用語として認められているが、国民の大多数はスペイ



ン語を使用している。主要な先住民言語としては、アイマラ語、ケチュア語およびグア

ラニー語が挙げられる。 

7 日本人移住と日系社会 

ボリビアにおける日本人移住の歴史は 19 世紀末にさかのぼる。1899 年前後、アマゾン

地域における天然ゴム景気を背景として、日本人移民がラパス北部ならびに現在のベニ

県およびパンド県に相当数移住した。 

その後、第二次世界大戦後には、日本政府およびボリビア政府の協力の下で農業移住政

策が進められ、1950 年代以降、サンタクルス県に沖縄移住地およびサンフアン移住地

が開設された。 

これらの移住の結果、現在では日系人コミュニティがボリビア各地に形成されており、

日系人の人口は約 1 万 4,000 人前後と推計されている。 

戦前の日本人移民は、天然ゴム景気の後退後、主として主要都市において商業活動に従

事した。他方、戦後の農業移住者は、東部低地の開拓および農業生産の発展に大きく貢

献した。特にサンタクルス地域では、日系移住者による農業技術の導入や農業経営の近

代化が地域農業の発展に寄与したと評価されており、日系社会は現在も同国の農業およ

び地域経済の重要な担い手の一つとなっている。 

8 教育 

ボリビア憲法は、教育を基本的人権の一つとして位置付けている。教育法（法律第 70

号）により、すべての国民は差別なく教育を受ける権利を有するとされている。 

教育制度は、幼児教育 2 年、初等教育 6 年、中等教育 6 年の合計 14 年間を基礎とす

る。公教育は、国立大学を含め、原則として無償で提供されている。 

9 輸送と通信 

ボリビアは内陸国であり、国内輸送の大部分は道路輸送に依存している。国内の旅客お

よび貨物輸送の大宗は道路輸送によって担われている。 

鉄道輸送は民間企業により運営されており、西部ではアンデス鉄道、東部ではオリエン

タル鉄道が主要路線を運行している。 



航空輸送は国内移動において重要な役割を果たしており、主として国営航空会社

Boliviana de Aviación（BoA）が国内主要都市を結んでいる。主要な国際空港として

は、サンタクルスのビルビル国際空港、ラパス近郊のエルアルト国際空港およびコチャ

バンバのホルヘ・ウィルステルマン国際空港が挙げられる。 

通信分野では、国営通信企業 ENTEL および民間通信事業者により全国的な通信ネット

ワークが整備されており、携帯電話およびインターネットは都市部を中心に広く普及し

ている。 

10 通貨 

ボリビアの通貨はボリビアーノ（Boliviano、Bs）である。公式為替レートは長年にわた

り 1 米ドル＝6.96 ボリビアーノ前後に維持されてきたが、近年は外貨不足の影響によ

り、実勢市場ではこれと異なるレートで取引される状況もみられる。 

11 祝祭日 

日付  日本語表記  現地語表記   参考（2026 年）  

    

1 月 1 日 元日 Año Nuevo  

1 月 22 日 多民族国家の日 Día del Estado Plurinacional 1 月 23 日に振替 

2 月 10 日 オルロ県の日 Aniversario Cívico de Oruro オルロ県のみ 

移動祝日 カーニバル Carnaval 2 月 16・17 日 

移動祝日 聖金曜日 Viernes Santo 4 月３日 

4 月 15 日 タリハ県の日 Aniversario Cívico de Tarija タリハ県のみ 

5 月 1 日 労働の日 Día del Trabajo  

5 月 25 日 チュキサカ県の日 Aniversario Cívico de 

Chuquisaca 

チュキサカ県のみ 

移動祝日 聖体の祝日 Corpus Christi 6 月４日（5 日追加

祝日） 

6 月 21 日 アンデス・アマゾ

ンおよびチャコ諸

民族の新年 

Año Nuevo Andino 

Amazónico y del Chaco 

6 月 22 日に振替 



7 月 16 日 ラパス県の日 Aniversario Cívico de La 

Paz 

ラパス県のみ 

8 月 6 日 独立記念日 Día de la Independencia 8 月 7 日追加祝日 

9 月 14 日 コチャバンバ県の

日 

Aniversario Cívico de 

Cochabamba 

コチャバンバ県の

み 

9 月 24 日 サンタクルス県の

日 

Aniversario Cívico de Santa 

Cruz 

サンタクルス県の

み 

9 月 24 日 パンド県の日 Aniversario Cívico de Pando パンド県のみ 

11 月 2 日 死者の日 Día de los Difuntos  

11 月 10 日 ポトシ県の日 Aniversario Cívico de Potosí ポトシ県のみ 

11 月 18 日 ベニ県の日 Aniversario Cívico de Beni ベニ県のみ 

12 月 25 日 クリスマス Navidad  

 

※県祝日は当該県にのみ適用される。 

  



第 2 章 ボリビア経済の概況 

1 経済の基本構造 

ボリビア経済は、天然資源の開発および農業生産を基盤とする資源依存型経済の性格を

有している。特に天然ガス、鉱物資源および農産物が主要な輸出品目であり、これらの

国際市場価格の動向は同国の経済成長および財政状況に大きな影響を及ぼしている。 

近年の国内総生産（GDP）は約 500 億米ドル台の規模で推移しており、南米において

は中規模の経済規模に位置付けられる。人口約約 1,137 万人の市場規模は比較的限定的

であるものの、南米大陸の中央部に位置する地理的条件に加え、ボリビアはアンデス共

同体（CAN）の加盟国であり、また南米南部共同市場（MERCOSUR）については

2024 年 8 月に加盟が効力を生じ、最長 4 年の適応期間にある。このため、周辺諸国市

場へのアクセス拠点としての潜在性も有している。 

天然資源および農業生産の潜在力を背景として、ボリビアは一定の投資ポテンシャルを

有する市場と評価されている。 

産業構造としては、サービス部門が GDP の約 50％を占め、次いで工業部門（主として

鉱業およびエネルギー関連産業）が約 30％、農業部門が約 10％強を占めている。 

2 主要産業 

（1）天然ガス産業 

天然ガスはボリビア経済において最も重要な輸出資源であり、同国の外貨収入および財

政収入の主要な源泉となっている。主なガス田はタリハ県、サンタクルス県、コチャバ

ンバ県およびチュキサカ県を中心とする南東部地域に集中している。 

ボリビアは長年にわたりブラジルおよびアルゼンチンへのパイプライン輸出を通じて天

然ガスを供給してきたが、近年はガス田の成熟化および新規投資の不足などにより、生

産量および輸出量は減少傾向にある。 



炭化水素部門は、国営企業である YPFB（Yacimientos Petrolíferos Fiscales Bolivianos）

が中心的役割を担っている。外国企業は主として同社とのサービス契約（Contrato de 

Servicios）等を通じて探鉱・開発事業に参加する形態が一般的である。 

（2）鉱業 

ボリビアは古くから鉱物資源に恵まれた国として知られており、銀、錫、亜鉛、鉛など

の金属鉱物の生産が行われている。特にポトシ県およびオルロ県は歴史的な鉱業地域と

して知られている。 

近年は、電気自動車用電池の原材料として世界的に注目されるリチウム資源の開発が重

要な政策課題となっている。ウユニ塩湖を中心とする地域には世界有数のリチウム資源

が存在するとされ、政府は国営企業 YLB（Yacimientos de Litio Bolivianos）を中心とし

た資源開発および工業化政策を推進している。 

鉱業部門は輸出産業として重要な位置を占める一方、国際価格の変動により収益が大き

く左右されるという特徴を有している。 

（3）農業および農牧業 

農業はボリビアの基幹産業の一つであり、特に東部低地地域において大規模農業が発展

している。サンタクルス県は同国農業生産の中心地域であり、大豆、トウモロコシ、小

麦、サトウキビなどの主要農産物が生産されている。 

大豆はボリビアの主要輸出農産物の一つであり、ブラジルやアルゼンチンと並び南米の

主要大豆生産地域の一角を形成している。また、牛肉および鶏肉などの畜産業も同地域

で発展している。 

一方、アンデス高原および渓谷地域では、ジャガイモ、トウモロコシ、キヌアなどの伝

統的農作物が生産されている。 

（4）製造業 

ボリビアの製造業は比較的小規模であり、食品加工、繊維、セメント、飲料などの国内

市場向け産業が中心となっている。 



近年は天然ガス資源を活用した石油化学産業の育成が政府政策の一つとして掲げられて

いる。また、農産物加工や建材産業などの分野では、国内市場の拡大に伴い一定の成長

が見られる。 

3 対外貿易 

ボリビアの輸出は主として天然ガス、鉱物資源および農産物によって構成されている。

主な輸出先はブラジル、アルゼンチン、中国、インドなどである。 

輸入品目としては、機械設備、燃料、工業製品および消費財などが多く、主な輸入相手

国は中国、ブラジル、チリ、アルゼンチンなどである。 

近年は天然ガス輸出の減少および輸入燃料の増加などの影響により、貿易収支の構造に

も変化が見られている。 

4 金融・為替環境 

ボリビアの金融システムは中央銀行（Banco Central de Bolivia）を中心として運営され

ており、国内には複数の民間銀行および金融機関が存在する。 

2000 年代以降、同国では比較的安定した為替政策が維持されており、公式為替レート

は長年にわたり 1 米ドル＝6.96 ボリビアーノ前後に維持されてきた。 

しかしながら、近年は天然ガス輸出収入の減少、輸入燃料支出の増加などを背景として

外貨準備高が減少しており、外貨供給の制約が指摘されている。その結果、並行市場

（パラレル市場）では公式レートと異なる為替レートが形成される状況もみられる。 

5 近年の経済動向と課題 

ボリビア経済は、2000 年代から 2010 年代前半にかけて、天然資源価格の上昇および天

然ガス輸出の拡大を背景として比較的高い経済成長を維持した。この期間には公共投資

の拡大や社会政策の実施により国内需要が拡大した。 

しかしながら、近年は天然ガス生産量の減少、外貨準備高の低下、燃料補助金の増加な

どの要因により、財政および外貨面での制約が顕在化している。 



また、輸入燃料への依存度が高まっていることから、エネルギー収支の改善および新た

な資源開発投資の確保が重要な政策課題となっている。 

政府はこれらの課題に対応するため、鉱業およびリチウム開発の推進、農業輸出の拡

大、外国投資の誘致などを通じた経済の多角化を目指す政策を掲げている。 

  



第 3 章 外国投資制度 

1 外国投資に関する基本的枠組み 

ボリビアにおける外国投資の基本的な法的枠組みは、2009 年 2 月施行の憲法

（Constitución Política del Estado 以下「CPE」という。）及び 2014 年に制定された投

資促進法（Ley de Promoción de Inversiones, Ley N°516）を中心として構成されてい

る。同法は、国内投資および外国投資を問わず投資活動の促進を目的とし、国家の主権

および公共利益の確保を前提としつつ、投資家の権利および義務を規定している。 

同法は、投資活動の促進および国家開発政策との整合性の確保および投資環境に関する

一定の予見可能性を基本原則として掲げている。また、外国投資家に対しては、関連法

令および公共政策の範囲内において、国内投資家と原則として同等の法的地位を認める

内国民待遇（Tratamiento Nacional）の原則が採用されている。 

ただし、憲法により天然資源は国家に帰属するため、鉱業や石油・ガスなど資源開発分

野においては法制度上、国家または国営企業の関与が制度的に位置づけられており、外

国企業が当該分野に参入する場合には、原則として国家または国営企業との契約（サー

ビス契約、合弁契約）を通じて参加することが求められる。 

また、国境から 50KM 以内の区域は国家安全保障上の観点から特別の規制対象とされて

おり、特別法に基づく許可がない限り、外国人及び外国法人による当該区域における土

地の取得及び経済活動は制限されている。 

2 投資形態 

外国企業がボリビアにおいて事業活動を行う場合、主として以下の形態が利用される。 

（１）支店の設置 

外国企業は、ボリビア国内に支店（Sucursal de empresa extranjera）を設置して事業活

動を行うことも可能である。この場合、支店は外国本社の法人格を前提として営業活動

を行うこととなり、現地法人の設立と比較して手続が簡素となる場合がある。 

ただし、特定の業種においては、規制上の理由から現地法人の設立が求められる場合も

あるため、事業内容に応じた事前の法的検討が必要となる。 

（２）現地法人の設立 



外国投資家がボリビアで事業を行う場合、最も一般的な方法は現地法人の設立である。

主に利用される会社形態は以下のとおりである。 

• 株式会社（Sociedad Anónima：S.A.） 

• 有限責任会社（Sociedad de Responsabilidad Limitada：S.R.L.） 

有限責任会社（S.R.L.）は比較的設立手続が簡易であることから、中小規模の投資案件

において広く利用されている。一方、株式会社（S.A.）は株式発行による資金調達が可

能であり、大規模事業や合弁事業において採用されることが多い。 

（3）合弁事業 

鉱業、炭化水素、インフラ開発などの分野では、外国企業が国営企業または国内企業と

共同で事業を行う合弁事業（Joint Venture）に類似する契約形態として、Asociación 

Accidental o de Cuentas en Participación が利用される場合がある。 

この契約形態は、法人格を有しない共同事業契約であり、特定のプロジェクトを実施す

る目的で締結される。契約当事者は通常、共同事業の結果に対して連帯責任を負うた

め、現地パートナーの選定が重要となる。 

特に炭化水素分野では、国営企業である YPFB（Yacimientos Petrolíferos Fiscales 

Bolivianos）とのサービス契約を通じて外国企業が事業に参加する形態が一般的であ

る。 

3 投資インセンティブ 

ボリビア政府は、経済多角化および地域開発の促進を目的として、特定の投資に対する

税制優遇措置や投資促進政策を導入している。 

特に、ポトシ県およびオルロ県などの低開発地域への投資については、税制に関する優

遇措置などが適用される場合がある。 

また、政府は農業、鉱業、エネルギーおよび製造業などの分野において投資促進政策を

掲げており、輸出志向型産業や付加価値産業の育成を重要政策としている。 

4 外国直接投資（FDI）の動向 

ボリビアへの外国直接投資（FDI）は、主として天然ガス、鉱業、農業およびエネルギ

ー関連分野を中心として流入してきた。 



国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（CEPAL）およびボリビア中央銀行の統計に

よれば、2000 年代後半から 2010 年代前半にかけては、天然資源価格の上昇および天然

ガス輸出の拡大を背景として FDI が増加し、2013 年には約 17 億米ドルと過去最高水

準を記録した。 

しかし、その後は資源価格の下落、エネルギー分野への投資減少などの影響により FDI

流入は減少傾向となった。2020 年には新型コロナウイルス感染症の影響もあり資本流

出が記録された。 

2021 年以降は投資環境の回復に伴い FDI は再びプラスに転じており、2023 年には約 2

億 9,400 万米ドルの投資流入が確認されている。ただし、現在の水準は 2010 年代前半

のピーク時には達していない。 

ボリビアの FDI 対 GDP 比率は南米の中では比較的小さい水準にとどまっており、資源

依存型経済構造および制度的要因などが外国投資の規模に影響していると指摘されてい

る。 

5 主要投資国 

ボリビアへの外国直接投資は、これまで主としてエネルギー、鉱業、金融およびインフ

ラ分野を中心として行われてきた。投資主体は時期によって変化している。 

2000 年代初頭までは欧州企業、とりわけスペイン企業の存在感が比較的大きかった。

スペイン企業は銀行、電力、空港運営およびエネルギー分野などにおいて主要な投資主

体であったが、2000 年代後半以降に実施された資源および公共インフラ分野の国有化

政策により、多くのスペイン企業がボリビア市場から撤退した。 

現在では、スペイン企業としては炭化水素開発を行う Repsol が主要な存在として事業

を継続している。同社は YPFB との契約に基づき天然ガス開発事業に参加しており、ボ

リビアにおける数少ない欧州系エネルギー企業の一つとなっている。 

一方、近年は投資主体の地域構成に変化が見られ、中国、ブラジルおよびアルゼンチン

などの企業による投資の比重が高まっている。中国企業は主としてインフラ建設、鉱業

およびリチウム関連プロジェクトにおいて存在感を強めている。 

このように、ボリビアにおける外国投資は、欧州企業中心の構造から、近年ではアジア

および南米地域の企業を含むより多様な投資主体によって構成される傾向が見られる。 



6 投資分野別の動向 

外国投資は主として以下の分野に集中している。 

炭化水素産業 

天然ガス開発および関連インフラ投資は、長年にわたり外国投資の中心分野となってき

た。 

鉱業 

銀、錫、亜鉛などの鉱物資源に加え、近年はリチウム資源開発への関心が高まってい

る。 

農業および食品産業 

サンタクルス地域を中心として、大豆および食肉などの農産物輸出産業において外国投

資が見られる。 

インフラおよび建設 

道路、エネルギーおよび都市インフラなどの分野で外国企業の参加が見られる。 

7 投資環境の課題 

ボリビアは豊富な天然資源および農業生産力を有する一方で、外国投資の観点からは以

下のような課題も指摘されている。 

• 天然資源分野における国家関与の大きさ 

• 外貨供給の制約および為替市場の歪み 

• インフラ整備の遅れ 

• 行政手続の複雑さ 

もっとも、リチウム資源開発、農業輸出の拡大および再生可能エネルギー分野などにお

いては、今後の投資機会が期待されている。 

政府は外国投資の誘致を通じて経済の多角化を図る政策を掲げており、今後の制度改革

および投資環境の改善の動向が注目されている。 

  



第 4 章 貿易制度および関税制度 

1 貿易制度の概要 

ボリビアの対外貿易制度は、自由化と国家管理の要素を併せ持つ混合的な構造を有して

いる。輸出入活動は原則として自由であるが、特定の物品については許認可、登録また

は事前承認が求められる場合がある。 

また、ボリビアの貿易制度は、国内法に加え、アンデス共同体（CAN）および南米南部

共同市場（MERCOSUR）といった地域統合枠組みによって大きく影響を受けている。 

2 関係機関 

貿易関連の主要機関は以下のとおりである。 

• 国立税関（Aduana Nacional） 

• 国税庁（Servicio de Impuestos Nacionales：SIN） 

• 生産開発・多元経済省 

• 中央銀行（Banco Central de Bolivia：BCB） 

• 輸出促進機関（SENAVEX） 

これらの機関が輸出入管理、通関手続、外貨管理および貿易促進政策を担っている。 

3 輸入関税制度 

ボリビアにおいて現在適用されている輸入関税制度は、2021 年 12 月 1 日付最高政令第

4632 号により承認された輸入関税表に基づいており、2022 年 1 月 1 日から施行されて

いる。 

同関税表は、統一商品分類（HS 2022）に基づくアンデス共同体共通分類（NANDINA 

2022）を採用しており、輸入品は当該分類に従って品目別に区分され、それぞれ対応す

る関税率が適用される。 



関税は原則として従価税として課され、輸入品の CIF 価格を基礎として算定される。 

4 関税率の構造 

ボリビアの関税制度は比較的単純な段階的構造を採用しており、一般的には以下の税率

区分から構成される。 

• 0％ 

• 5％ 

• 10％ 

• 20％ 

これらの税率は、資本財、原材料、中間財および消費財といった品目の性質に応じて設

定されている。 

なお、特定品目については政策的措置により例外的な税率または規制が適用される場合

がある。 

5 輸入時の税負担 

輸入に際しては、関税に加えて以下の税が課される。 

• 付加価値税（IVA）：13％（税込価格ベースでは約 14.94％相当） 

• 特定消費税（ICE）（該当品目のみ） 

したがって、輸入コストは関税のみならず、これらの内国税を含めて総合的に評価する

必要がある。 

6 アンデス共同体（CAN）との関係 

ボリビアはアンデス共同体（CAN）の加盟国であり、コロンビア、ペルーおよびエクア

ドルとの間で域内自由貿易が実現されている。 



CAN 加盟国間では、原産地規則を満たす商品について関税は原則として 0％となる。 

もっとも、CAN は関税同盟ではなく自由貿易圏であるため、加盟国はそれぞれ独自の

対外関税政策を維持している。 

7 MERCOSUR との関係 

ボリビアは 2024 年に MERCOSUR の正式加盟国となったが、現在は制度統合の移行期

間にある。 

この移行期間は最長 2028 年までとされており、その間、ボリビアは段階的に

MERCOSUR の法制度を国内制度に統合することが求められている。 

現時点では、ボリビアと MERCOSUR 加盟国との貿易は主として経済補完協定第 36 号

（ACE Nº36）に基づいており、原産品の大部分について関税は撤廃されている。 

8 対外関税制度の現状 

ボリビアは MERCOSUR の加盟国であるものの、以下の制度は未だ完全には適用して

いない。 

• 共通外部関税（AEC） 

• 共通関税分類（NCM） 

• 統一通商政策 

そのため、ボリビアは現時点において、対第三国に対しては独自の関税制度を維持して

いる。 

9 輸出に関する取扱い 

ボリビアの関税制度は税金中立原則を採用しており、輸出品には原則として輸出税は課

されない。ただし、天然資源等の戦略分野については、政策的措置として規制または負

担が課される可能性がある。 



輸出企業は、輸出製品に含まれる間接税負担を軽減するため、以下の制度を利用するこ

とができる。 

税額還付制度（Drawback） 

税還付は以下の証明書によって行われる。 

CEDEIM Certificado de Devolución Impositiva 

この証明書は税額クレジットとして利用することが可能である。 

10 通関手続 

輸出入手続は国立税関により管理されており、電子通関システムが導入されている。 

輸入時には、以下の書類が必要となる。 

• 商業インボイス 

• パッキングリスト 

• 原産地証明書 

• 輸送書類 

• 必要に応じた許認可証 

11 貿易関連電子システム 

（1）VUCE（貿易単一窓口） 

ボリビアでは、2024 年に最高政令第 5211 号により貿易単一窓口（VUCE）が導入さ

れ、制度導入・拡張が段階的に進んでいる。VUCE は輸出入に必要な許認可および証明

書の取得手続を電子的に一元化する制度である。現在、同制度は段階的に導入が進めら

れている。すべての行政手続が完全に統合されているわけではないが、今後、全面的な

デジタル化が進展することが予定されている。 

（2）統合税関近代化システム（SUMA 2） 

SUMA 2（Sistema Único de Modernización Aduanera）は、ボリビア税関が運用する電

子通関システムであり、従来の SUMA システムの制度改良版として、2025 年より導入

が段階的に進められている。 



SUMA 2 では以下の手続が電子化されている。 

• 輸入申告 

• 関税および税金の納付 

• 通関許可 

• 貨物の国内化（輸入通関） 

12 輸入手続 

輸入手続の基本的な流れは以下のとおりである。 

1. 輸入者登録（税関） 

2. 輸入許可の確認（必要な場合） 

3. HS コードの確認 

4. 輸送書類の準備 

5. 通関手続 

6. 税金納付 

7. 貨物引取り 

輸入貨物が税関に到着した後、輸入者は通常通関業者（Agente Despachante de 

Aduana）を通じて通関手続を行う。 

政府機関による輸入については、政府専用通関機関である 

政府通関事務所 

(Oficina de Despachos Oficiales：ODO) 

が通関手続を担当する。 

13 輸入に必要な証明書 

輸入品の種類によっては、関係行政機関による証明書または登録が必要となる。 

主な例は以下のとおりである。 

商品 必要な登録・証明 

食品・農産物 SENASAG 証明 

酒類 SENASAG 登録 

医薬品・医療機器 保健省の衛生登録 



商品 必要な登録・証明 

放射線機器・原子力機器 ABEN 登録 

主な関連機関 

SENASAG 

Servicio Nacional de Sanidad Agropecuaria e Inocuidad Alimentaria 

（農業保健・食品安全庁） 

ABEN 

Agencia Boliviana de Energía Nuclear 

（ボリビア原子力エネルギー庁） 

特定消費税（ICE） 

以下の製品には特定消費税が課税される。 

• タバコ 

• 酒類 

• 自動車 

• 一部の奢侈品 

税率は製品により 5％～50％程度である。 

また、炭化水素およびその派生製品には別途特別税が課される。 

14 一時輸入制度 

ボリビアには主として以下の二種類の一時輸入制度が存在する。 

（1）再輸出のための一時輸入制度 

Admisión Temporal para Reexportación en el Mismo Estado 

輸入した商品を加工せず、一定期間後に再輸出する場合、輸入関税および輸入税の支払

いが免除される。 

利用条件として、輸入税額の 100％相当の銀行保証または保険保証が必要となる。 

（2）加工再輸出制度（RITEX） 

Admisión Temporal para Perfeccionamiento Activo 

外国製品を輸入し、国内で加工または修理を行った後に再輸出する制度である。 

制度条件は以下のとおり。 



内容 期間 

加工 360 日 

修理 180 日 

正当な理由がある場合、最大 180 日の延長が認められる。 

15 フリーゾーン制度 

ボリビア関税法ではフリーゾーン（Zona Franca）が制度化されている。 

フリーゾーンとは、ボリビア領土内に位置するが、関税制度上は関税地域外として扱わ

れる特別区域である。 

フリーゾーンには以下の二種類がある。 

工業フリーゾーン 

製造、加工または組立などの産業活動が可能である。 

商業フリーゾーン 

商品の保管、流通および再輸出を目的とする。 

16 主な輸出入ルート 

ボリビアは内陸国であるため、国際貿易の大部分は陸路輸送に依存している。 

主要な輸出入ルートは以下のとおりである。 

太平洋ルート 

チリとの条約に基づき、以下の港がボリビアの主要輸出入港として利用されている。 

• アリカ港 

• アントファガスタ港 

これらの港にはボリビア政府機関である 

ASP-B Administración de Servicios Portuarios Bolivia 

が管理する保税倉庫施設が設置されている。 

内陸水運ルート 

近年、農産物輸出においてカナル・タメンゴ水路（Paraguay–Paraná 水系）を利用した

内陸水運ルートの利用が拡大している。 



17 実務上の留意点 

投資家にとっては以下の点が重要である。 

• CAN および MERCOSUR により関税制度が多層化している 

• 原産地規則の適用が関税優遇の前提となる 

• MERCOSUR 統合の進展により制度変更の可能性がある 

• 外貨供給制約が輸入実務に影響を与える場合がある 

  



第 5 章 企業形態 

1 投資形態 

 

外国人投資家は、ボリビアにおいて継続的に商行為を行うことを目的として投資を行う

場合、ボリビアにおいて（i）支店の開設又は（ii）子会社の設立のいずれかの方法を採

らなければならない。 

 

子会社の設立には、1978 年 1 月 1 日に施行された商法典によって定められている企業

形態のいずれかを選び、設立しなければならない。商法典に定められている企業形態

は、（i）合名会社（Sociedad Colectiva）1、（ii）単純合資会社（Sociedad en 

Comandita Simple）2、（iii）有限責任会社（Sociedad de Responsabilidad Limitada）、

(iv)株式会社（Sociedad Anónima）、（v）株式合資会社（Sociedad en Comandita por 

Acciones）3、（vi）混合経済株式会社（Sociedad de Economía Mixta）である。 

 

これ以外に、（vii）合弁事業契約（Asociación Accidental o de Cuentas en 

Participación）呼ばれる、ジョイントベンチャーに類似する、一定の事業、又はプロジ

ェクトを開発するために使用される契約事業形態が認められている。又、組合会社と呼

ばれ、組合会社法によって規定されている企業形態が認められており、その特殊法に反

しない限り、有限責任会社に関する規定が準用される。 

 

ボリビア商法典は前述の企業形態を認めているが、現在ボリビアで活動しているほとん

どの企業は有限責任会社と株式会社の会社形態を使用している。そして外国会社の支店

の開設の外は、一定の事業又はプロジェクトに適用する合弁事業契約が使用されてい

る。従って、以下はこれらの企業形態について紹介する。 

 

 
1 合名会社（Sociedad Colectiva）の特質は社員の全員が会社債務について連帯無限の弁済責任を負うことである。 
2 単純合資会社（Sociedad en Comandita Simple）は会社債務について、出資額の範囲でのみ責任を負う有限責任社員

（Socio Comanditario）と、連帯無限の弁済義務を負う無限責任社員（Socio Gestor o Colectivo）から構成される。 
3 株式合資会社（Sociedad en Comandita por Acciones）は合資会社のもう一つの形態であり、理事社員と称し会社の経

営を受け持ち、合弁会社の社員と同様の無限責任を負う社員と、引き受けた株式の額を限度とする有限責任社員（Socio 

Comanditario）からなる会社である。 



2 有限責任会社（Sociedad de Responsabilidad Limitada） 

 

ボリビアの商法典は、有限責任会社の定義規定をおかず、その特質として会社債務に関

する社員の弁済義務は各自の出資額の範囲に限定され、資本は割合的単位の持分に分割

されており、その持分の株式化、証券化は許されない、ということの三点を規定してい

る。商号には有限責任会社（SRL 又は Ltda.）と明示することを要する。 

 

社員数は最低 2 名、最高 25 名に制限され、新社員の入社及び持分の譲渡は、会社員総

会において、資本の 3 分の 2 以上を代表する社員の同意によって許可される。 

資本は割合的単位の持分に分割され、出資方法としては金銭出資及び現物出資が認めら

れている。出資の払い込みはいずれも設立日までに履行することを要し、この点につい

ては設立契約書において明確に記入されなければならない。この規定を守らなかった場

合、社員は連帯して無限責任を負うことになる。増資は、資本の 2 分の 1 以上を代表す

る社員の同意によって決議され、社員には先買権が認められる。 

 

有限責任会社の経営は 1 名または数名の取締役又は支配人に委ねられる。取締役、支配

人は社員であることを要せず、社員の決議によって選任され、その解任、委任状の撤

回、及び取締役の責任等については、社員総会で決議する。経営が数名からなる取締役

会に委ねられ、共同して業務が執行される場合、株式会社の取締役会に関する規定が準

用される。 

 

事業目的については、商法典には制限は何もないが、特殊会社法である保険業法におい

て保険業を営むための許可を取得するためには株式会社又は組合会社又は相互会社形態

を採ることを要するとしている。又、銀行法では銀行の設立及び経営について特殊な規

定を設けており実際には株式会社の形態が採られている。前述の通り特殊な事業目的に

関しては実質的な制限が若干あるがボリビアでは有限責任会社は最も広く使用されてい

る会社形態である。 

 



3 株式会社 (Sociedad Anónima) 

 

株式会社の特質は、資本が株式の形をとり、社員(株主)の責任は引き受けた株式の額を

限度とすることである。株式会社の設立の方法としては、同時設立と募集設立が認めら

れている。 

 

同時設立 (Constitución por Acto Único) 

 

同時設立は日本の発起設立に相当する。成立するためには、会社法の総則で定められて

いる要件を満たし、さらに、 

• 3 名以上の株主(発起人)から構成されること、 

• 引受済み資本金（Capital Suscrito）が授権資本（Capital Autorizado）の 50％以

上であること、 

• 設立契約の締結時までに引受株の最低２５％が払い込まれていること、 

• 定款が株主によって承認されていること、 

を要する。 

 

募集設立 (Constitución por Suscripción Pública)  

 

募集設立（又は随時設立とも呼ばれる）の場合、発起人はまず設立目論見書

（Programa de Fundación）を作成し、監督局へ提出してその認可と広告の許可を申請

する。法定の要件を満たしていれば、目論見書は認可される。但し、株式引受の募集を

開始する前に、発起人の株式が全額引き受けられていること、そして現物出資の場合、

その評価が正当になされていることを確認するための検査が行われる。目論見書は認可

後 15 日間以内に商業登記所に登記しなければならない。この規定に違反した場合、認

可は自動的に失効することになる。登記されると募集が認められ、株式引受の申込、引

受、払込等の手続きが開始される引受契約書の作成から払込の取扱いまで一切委託を受

けた払込取扱銀行によって行われる。引受株が目論見書に予定されてある数に達する

と、発起人は創立総会を招集し、総会は払込取扱銀行及び監督局の代表者の立会いの下

で行われる。 



 

創立総会 総会は引受期限が終了してから 3 カ月以内に開催されなければならない。創

立総会は引受済資本の過半数を代表する株主の出席で成立し、以下の権限を有する。 

• 払込済みの株金及び現物出資の確認。 

• 現物出資の評価の承認、もしくは鑑定人による再評価の指示。この件に関して

は、その現物出資を行った引受人は、議決権を有せず。 

• 発起人の報告による、設立行為及び設立費用の承認または否認。 

• 発起人に予定されている特別利益の承認または変更。 

• 定款の検討及び承認。 

• 取締役、代表等、経営者の選任。 

• 監査役の選任。 

• 創立総会の議事録及び設立証書を代表署名する引受人の選任。 

• 引受額の未払い額の払込期限の決定。 

• その他の、会社の利害に関係する問題の検討及び処理。 

 

決議は、議決権を有する引受済株式の少なくとも 3 分の 1 を代表する出席者の過半数に

よって採択される。設立契約と定款は公正証書化される。 

 

設立登記 創立総会において株式会社の設立が承認され、設立契約、定款等が承認され

ると、それらの設立関係書類を公正証書化し、商業登記所のデジタル商業公報で広報

し、登記を行い会社は成立する。 

 

発起人の責任 設立中、発起人の行為によって発生する債務及び設立費用に関して、発

起人は連帯無限責任を負う。会社が設立すると、発起人がなした設立中の法律行為はこ

れに帰属することになる。従って、発起人は、創立総会において承認された設立費用を

会社に請求しうることになる。 

 

株式 株式会社の資本は割合的単位(10 ボリビアノス又はその倍数の額)の株式によっ

て構成され、いずれの場合も額面以下で発行することは許されない。記名株式と無記名

株式があり、株式の譲渡は自由であるが、記名株式の場合は各会社の株主名簿に名義書



き換えの登録を要する。また、権利の内容が異なる普通株と優先株が認められ、これら

の権利義務は定款によって定められる。特に定めのない限り、普通株とみなされる。普

通株は株主総会において一株につき一票の議決権を有し、優先株は普通株に対し、利益

分配の率、又は順番等につき、優先的な取り扱いを受ける。その反面、普通総会では議

決権を有せず、特別総会でのみ議決権が認められる。優先株には定款で定められた条件

の転換権を与えることもできる。いずれの場合も優先株の発行額は引受済資本の 50％

を超えることはできない。この外、自己株式の取得は禁止され、資本の相互持ち合いに

よる会社の設立及び資本の増加を無効とし、この規定に違反した場合、発起人、取締

役、監査役は連帯無限の責任を負う。 

 

利益参加証券 以上の株式とは別に利益参加証券と称して創立者賞与証券が規定されて

いる。これらはいずれも資本を代表せず、利益分配にあずかる権利のみを有し、株式で

はないが、権利の内容については設立証書あるいは定款において定められることになっ

ている。 

 

機関 株式会社の機関としては株主総会、取締役会及び監査役又は監査役会が認められ

ている。 

 

株主総会 株主総会は会社の意思を決定する最高機関であり、その決議は全株主にとっ

て強制的なものであり、取締役会はこれを執行しなければならない。株主総会はその権

限の内容を基準として普通総会と特別総会に区別される。 

 

普通株主総会 貸借対照表等会社の計算書類の承認、利益分配あるいは欠損の処理に関

する決議、取締役、監査役の選任、解任、及び報酬の決定、及び取締役、監査役の責任

問題の検討及び決議等、会社の経営に関する様々な件を検討、決議するのが普通総会で

少なくとも年に一度は開催されなければならない。 

 

特別株主総会 これに対して特別株主総会は定款の変更、新株発行、社債の発行、授権

資本の増額、資本の減額、会社の解散、組織変更、合併、その他法令又は設立証書、定



款が定める点に関する決議を目的とし、前者と比較して後者の定足数、決議の要件等が

加重されている。 

 

取締役会 取締役会は株主総会で選任された最低 3 名、最高 12 名の取締役から構成さ

れ、会社の経営を受け持つ機関である。取締役になるための要件は定款で定められる

が、株主であることは要さない。取締役には「善良な父親の管理義務」が課されてお

り、これを厳守せずなされた不良な職務の執行について、又法令、定款等の違反、故

意、詐欺、権限濫用、重大な過失によって生じた損害について取締役は会社、株主及び

第三者に対して連帯無限の責任を負う。会社の代表権は取締役会議長に帰属するが、定

款によって複数の取締役あるいは支配人に代表権が託されることも可能である。取締役

の権限はその個人に託されたものであり第三者に移譲できないが、管理業務の執行を他

の取締役又は第三者に委任することができる。 

 

少数株主の保護規定 議決権を有する資本の 2 割を代表する少数株主は取締役の 3 割を

選任する権利を有する。 

 

監査役及び監査役会 株式会社の監査は 1 名または数名の監査役に委ねられ、数名によ

って共同で執行される場合は監査役会と呼ばれる。監査役の権限は広範囲に及び、会計

監査から業務監査を含み、議決権は認められないが発言権をもって取締役会及び株主総

会に参加する権利及び義務を課されている。必要と判断した場合は、株主総会を招集す

る権限を有する。2 名以上からなる監査役会の場合には取締役の選任に関する少数株主

の保護規定が準用され、2 名からなる場合 1 名は、会社運営の支配権を有する多数派株

主のグループに属しない、少数派株主によって選任されることになっている。 

 

4 外国会社の支店の開設 

 

外国会社がボリビアで支店を開設するためには、ボリビア商法典が定める以下の要件を

満たさなければならない。 

 



• 本国の会社の法定の機関によるボリビア支店の開設に関する決議を含む議事録を

以下に定める書類とともに公正証書化し商業登記に登記することを要する。これ

は、支店の資本金の額、法定常任代表者の氏名、そして代表者の委任状を含まな

ければならない。 

• さらに、外国会社の設立証書、定款等及び本国で登記されているという証明書を

要する。 

• 以上の書類は、本国の外務省のアポスティーユ4を要し、さらに、スペイン語訳

してボリビアの公正証人役場で公正証書化しなければならない。 

• 前述の公正証書は支店の資本金の払い込みの証明書と、支店の法定常任代表者の

委任状と共に、ボリビアの商業登記所へ登記する。代表者はボリビア人でなくて

も良いが、ボリビアに居住するものに限られる。 

 

以上の方法以外に、一定の一時的事業のための合弁事業契約、ジョイントベンチャー契

約又は製品の販売のために使用される販売代理店契約等の一定のビジネスを行う方法が

ある。この内、商法典で特殊な規定を定めている合弁事業契約を以下に紹介する。 

 

5 合弁事業契約 

 

合弁事業契約は、2 者あるいはそれ以上の当事者がそれぞれの出資又は技術提供を行

い、権利義務を定め、特定の一時的な事業又はプロジェクトを開発するために使用する

事業形態である。ボリビア商法典では Contrato de Asociación Accidental o de Cuentas 

en Participación という名称で一つの契約形態として規定している。道路公社 ABC、電

力公社 ENDE 等の国営企業が管理するインフラ工事契約の国際入札等に、外国会社と

現地会社の合弁事業契約による参加を認めている。この事業形態は特別な形式を要さ

ず、法人格も有しない。このため、合弁事業契約の当事者は、通常、合弁事業の代表者

を指名し、代表権を与える委任状を発行する。但し、前述の国際入札に参加するために

 
4 アポスティーユとは「外国公文書の認証を不要とする条約（略称：認証不要条約）」（1961年 10月 5 日のハーグ条

約）に基づく付箋（＝アポスティーユ）による外務省の証明のことです。提出先国はハーグ条約締約国のみです。アポス

ティーユを取得すると日本にある大使館・（総）領事館の領事認証があるものと同等のものとして、提出先国で使用する

ことができる。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000610.html


は、合弁事業契約は公正証書によって行い、落札した場合は、一定期限内にボリビアに

支店を開設することを要する。このため、合弁事業契約の変更は代理人の公正証人役場

への出頭を要する等のマイナスの点もある。更に、特記すべき点の一つは、合弁事業契

約の当事者は連帯無限責任を負うことである。 

6 組織再編 

 

ボリビア商法典は、企業の様々な形態への組織変更及び合併に関する規定を定めてい

る。 

 

組織変更 組織変更には、以下の要件が定められている。 

 

• 全社員の合意により会社の組織変更を承認し、設立証書の変更を公正証書によっ

て行う。但し、設立証書で全社員の合意を要さないことが明記されていた場合は

この限りではない。 

• 会社の組織変更時のバランスシート（貸借対照表）。これは、会社員総会で承認

の上、債権者に会社の組織変更を通達した後、30 日間会社の所在地において、

債権者が調査、問い合わせができるよう貸借対照表を備えることを要する。 

• 商業登記所のデジタル商業公報で会社の組織変更に関する公正証書及び貸借対照

表の広報。 

• 会社の組織変更に関する公正証書は、設立証書が全員の合意を要せず、反対社員

の退社を認めている場合、全員一致での組織変更か、一部の社員の退社があるか

を明記しなければならない。 

以上の書類を商業登記所に登記することによって組織変更が完了し、第三者に対しても

効力を発効する。 

7 合併 

 

ボリビア商法典は（i）吸収合併と、（ii）合併による新会社設立、の二つの合併方法を

定めている。前者は、合併する一方の会社が解散するが清算せずに、他方の会社に吸収



される場合である。後者は、合併する全社が解散し、清算せずに、新会社を設立する場

合である。 

 

いずれの場合も、以下の手続きを要する。 

 

• 事前段階 仮合併契約及び合併に関連する貸借対照表の作成 

• 最終合併契約 

• 合併による新会社の設立又は吸収合併に関する設立証書の変更手続き 

• 商業登記所のデジタル商業公報 (Gaceta Comercial Electrónica)5における合併の

広報、及び登記 

 

合併の場合も組織変更と同様、設立証書が合併に関して全員一致の合意を要さない場

合、反対社員の退社が認められる。 

8 会社の解散と清算 

 

ボリビア商法典は会社の解散と清算に関する規定を定めている。会社の解散及び清算に

は、任意的なケースと強制的なケースが認められる。 

 

会社の社員数が商法典の定める最低数を下回った場合、又は会社の累積赤字が資本金の

50％以上になった場合は一定期限内に社員（又は株主）を増やすか、既存の社員（又は

株主）が、新株式発行を引き受け、資本増資を行うことによって累積赤字の額が資本金

の 50％以下にするか、累積赤字を資本の一部と相殺し、資本減額する方法を採らなけ

れば、会社は強制的に解散及び清算手続きを行わなければならない。任意解散、清算

は、会社の設立証書、定款等に定めている要件を満たし、会社員（又は株主）総会で承

認の上、行われる。 

 

 
5 これはボリビア商業登記所を運営する SEPRECが管理している、ウエブサイトでの商業公報で法的効力を有する。

https://gacetadecomercio.gob.bo/ を参照。 

https://gacetadecomercio.gob.bo/


外国会社の支店がボリビアで活動を停止する場合、支店開設に要した本社の決議書と同

様に、本社の担当機関のボリビア支店の停止の決議書及び支店の閉店貸借対照表（閉店

時のバランスシート）が必要になる。外国会社の支店が活動を停止し、支店を閉鎖する

場合、現地企業が事業停止し清算整理する場合と類似の手続きを踏むことになる。つま

り、必須条件として、労働者の退職金等の支払いを含み、支店の債務を清算し、完済す

る必要がある。この場合、労働者の債権は最優先権が認められている。支店の債務清算

及び完済なしでの支店閉鎖は認められない。 

 

いずれの場合も、ボリビア税法に基づき、税務の時効が原則 8 年、一定の場合 10 年と

定められているため、その期間、ボリビア在住の代表者を指名する必要がある。 

9 現地子会社と支店開設のメリットとデメリット 

 

外国企業がボリビアにおいて投資を計画する場合、少なくともその初期段階において支

店を開設することは、市場及び商慣行の評価及び最終的に展開する事業の準備には有用

と考えられる。 

 

しかし、ボリビアにおける投資が独立採算で成り立つと判断した場合、支店の形態と比

較して、現地法人の子会社を設立するメリット及びデメリットを、ビジネスの観点から

包括的に検討しなければならない。そのためには、外国企業の子会社と支店のそれぞれ

の投資形態の法的責任及び組織構造、社会的責任、更には税務上どちらが効率的である

か等を検討する必要がある。 

 

法的責任を検討する場合、外国会社の支店はその名の通り本社の一部であり、本社の定

款や規則によって統治され、支店の投資又は企業活動の責任は本社に及ぶ。これに対し

て、ボリビア法に準拠して設立され、現地法人格を取得した子会社は、例えその資本の

全部または過半数を外国企業が保有している場合でも、外国企業とは独立した法人であ

り、自身の設立証書及び定款によって統治され、自らの活動について全責任を負い、株

主や出資者のリスクは出資金額又は株式の引受金額に限定される。 

 



税務面では、外国会社の支店の場合、年度末の利益に対して企業利益税を納税し、更に

その純利益は本国へ送金されると見做され、外国居住者所得税を源泉徴収し、納税する

義務を負う。支店が本国へ純利益を送金せずに、ボリビア国内において再投資した場

合、支店はその再投資を資本金増資として計上し、その分の支払済の税金を税務債権と

して払い戻してもらう権利を有することになる。これに対して、現地法人の子会社の場

合、年度末には外国会社支店と同様企業利益税を納税する義務を負うが、実際に外国居

住の親会社に純利益を分配し、送金するまでは外国居住者の所得税を源泉徴収する義務

は発生しない。 

 

又外国企業の支店が国営企業あるいは政府のインフラストラクチャー等の入札に参加

し、契約する場合、支店は本社の一部または延長として扱われるため、支店のプロポー

ザルに本社人材の経験を提供することが認められる。これに対して、現地法人の子会社

の場合、親会社から独立した企業として扱われるため、親会社の経験は子会社の経験と

して認められない。 

 

社会的責任及び社会的評価の面からは、一般的には外国企業の支店よりも現地法人の子

会社の方が現地に腰を据えて長く投資活動を行うものと評価され、歓ばれる。その反

面、何らかの形で現地社会への利益変換が行われることをより期待されるのも事実であ

る。 

10 企業活動に要する登記・登録 監督・管理機構 

 

外国企業がボリビアで活動を開始する場合、支店であれ現地法人の子会社であれ、様々

な登記、登録、許可認可等を要し、諸監督機関の監督、管理を受ける。 

 

ボリビアで継続的に商行為を行う全ての企業は、はじめに以下の登記、登録、許可を要

する。 

 

• 商業登記所(SEPREC Servicio Plurinacional del Registro de Comercio)において登

録し、商業登録番号(Matricula de Comercio)を取得し、法人格を取得する。外国



企業の支店、及び個人商人の場合、商業登録番号を取得することによってボリビ

アで営業できることになる。 

• 国税庁（SIN Servicio de Impuestos Nacionales）で企業の活動分野又は個人商人

又は専門職業の職種によって納税分野の登録をし、納税者番号(NIT)を取得す

る。 

• 市役所の商業許可(Licencia de Funcionamiento)を取得する。 

• 労働省の雇用主登録(ROE Registro Obligatorio de Empleadores)に登録する。 

• 国営健康保険機関(Caja Nacional de Salud)又は他の健康保険委託機関に登録す

る。 

• 長期社会保障公的管理機関(Gestora Pública – Gestora Pública de la Seguridad 

Social de Largo Plazo)に登録する。 

• 企業の事業分野により環境庁許可(Licencia Ambiental)を取得する。 

GG 

一般的な商工業活動を行う場合は以上の登記、登録を行って営業を開始できるが、特殊

法令によって規制されている企業は、該当する下記の特殊監督機関の許可を要し、その

後も監督を受ける。 

 

• 銀行金融証券  金融システム監督局 （ASFI‐Autoridad de Supervisión 

del Sistema Financiero） 

• 保険及び厚生年金 厚生年金及保険監督局 （APS ‐Autoridad Fiscalización 

y Control de Pensiones y Seguros） 

• 通信及び運輸  通信運輸監督局 （ATT‐Autoridad de Regulación y 

Fiscalización de Telecomunicaciones y Transportes） 

• 炭化水素（石油及び天然ガス） 国家炭化水素監督局 （ANH - Agencia 

Nacional de Hidrocarburos） 

• 電力及び原子力技術  電力及原子力技術監督局 （Autoridad de 

Fiscalización de Electricidad y Tecnología Nuclear） 

• 鉱山  鉱業行政管轄当局 （AJAM‐Autoridad Jurisdiccional 

Administrativa Minera） 



• 医薬品及び医療機器  医療品及び健康技術監督局 （AGEMED - 

Agencia Estatal de Medicamentos y Tecnologías de Salud） 

• 規制物質 規制物質監督局（Dirección General de Sustancias Controladas） 

• 軍事用銃器弾薬爆発物 国防省軍事用銃器弾薬爆発物登禄 (Registro 

Clasificado de Armas de Fuego, Municiones y Explosivos de Uso Militar, 

Ministerio de Defensa)  

 

上記の諸機関以外に、不動産に関しては不動産登記所(Registro de Derechos Reales)、

知的財産に関しては知的財産登記所(SENAPI‐Servicio Nacional de Propiedad 

Intelectual)がある。 

 

又、全般的な主な保護監督機関は以下の通りである。 

 

• 企業監督及び競争保護 企業監督局 （AEMP ‐ Autoridad de 

Fiscalización de Empresas ） 

• 労働者保護監督 労働省労働局 (Dirección General del Trabajo) 

• 消費者保護 法務省消費者保護次官 (Viceministerio de Defensa de los 

Derechos del Usuario y del Consumidor) 

 

  



第 6 章 ボリビアの税制 – 概要 

1 税制の基本構造 

ボリビア国家は、1986 年法律第 843 号により構造的な税制改革を実施し、現在に至る

まで有効な税制を確立した。当該改革の基本原則は、課税ベースの拡大および行政上簡

素な税制の導入にあり、当初は全国的に適用される 4 つの税目から構成されていた。 

ボリビアの税制は源泉地主義に基づいており、ボリビア国内で行われる経済活動および

ボリビア源泉所得に適用される。 

また、自治制度に基づき、租税は国税・県税・市税に区分される。さらに、税制上、租

税は「税（impuestos）」「手数料（tasas）（市の営業許可料等を含む）」「特別負担

金（contribuciones especiales）」に区別される。 

2 ボリビアの主な税目 

現在のボリビア税制は、主として以下の税目により構成される。 

中央政府管轄の税目 

• IVA：付加価値税 

• IT：取引税 

• IUE：企業利益税 

o IUE には、国外受益者に対する源泉徴収制度としての 

IUE-BE（国外受益者企業利得税）が含まれる 

• ICE：特定消費税 

• RC-IVA：付加価値税補完制度 

• ISAE：国外航空出国税 

• ITF：金融取引税 

• IJ：賭博税 

• IPJ：賭博参加税 

• IDH：炭化水素直接税 

• IEDH：炭化水素及びその派生製品に対する特別税 

• ICM：鉱業補完税 

• IGF：富裕層税 



なお、以下の租税については、支払い自体は国税庁（中央政府）に対して行われるもの

の、その収入は以下のとおり分配される。 

3 石油ロイヤルティ 

石油ロイヤルティ：合計 18％ 

内訳は以下の通りである。 

• 11％：生産県政府 

• 1％：非生産県政府（ベニ県およびパンド県） 

• 6％：国家財務省（TGN） 

4 鉱業ロイヤルティ 

鉱業ロイヤルティは、販売総額（「鉱山口価格（valor boca de mina）」）に対する割合

として算定される。その税率は、鉱種に応じて 1％から 7％の範囲で異なり、また、国

際価格に応じて累進的に変動する。鉱業ロイヤルティは生産県政府と精算自治体で分配

される。 

• 85％：生産県政府 

• 15％：生産自治体 

5 簡易課税制度 

小規模納税者を対象とする制度であり、中央政府の管轄に属する。 

• RTS：簡易税制 

• STI：統合税制 

• RAU：農業統一税制 

6 県政府管轄の税目 

• ITGB：無償財産移転税 

（相続、不動産および登録対象動産の贈与に適用） 

• IDPVNA：航空機用動産に対する県税 

さらに、以下の課税対象について新たな税を創設する権限を有する： 

• 水上交通用動力付き車両の所有 



• 環境への影響（ただし、自動車、炭化水素、鉱業および電力活動によるものを除

き、かつ違反・犯罪を構成しない場合） 

7 市政府管轄の税目 

• IMPBI：不動産所有税（都市・農村） 

（ただし、小規模農地および先住民共同体土地は憲法により免除） 

• IMPVA：自動車所有税 

• IMT：不動産および車両の有償譲渡税 

• IMCE：トウモロコシ酒（チチャ）の特定消費税 

さらに、以下について課税権限を有する： 

• 自動車による環境影響（違反・犯罪を構成しない場合） 

加えて、市ごとに異なる営業許可料（特許）が存在し、主なものは以下のとおりであ

る： 

• 営業許可料 

• 屋外広告使用料 

• 公共財産使用料 

8 税務行政 

• 国税庁（SIN）：国家税の管理・徴収（経済財政省の管轄） 

• 国家税関（Aduana Nacional）：対外貿易関連税の管理・徴収 

• 県および市政府：各自の税目について立法権および徴収権を行使 

9 納税者登録 

• 納税者登録制度（RNC）は国税庁が管理し、納税者番号（NIT）を付与する。 

• NIT は、ボリビアにおけるあらゆる商業活動の実施に不可欠である。 

• 市政府も独自の納税者登録制度を有する。 

10 税額の確定 

税額の確定は以下の方法により行われる： 

① 自己申告（原則） 



• IVA、IT、RC-IVA：月次申告・納付 

• IUE：年次申告・納付 

② 税務当局による確定 

税務当局は申告内容に対して監査・検証権限を有し、誤りや不備がある場合には税務債

務（Deuda Tributaria）を認定することができる。 

そのため、帳簿、補助記録、報告書その他必要資料の提出を求めることができる。 

また、一定の場合には推計課税（base presunta）が適用され得る。 

11 移転価格税制 

外国企業の支店および関連当事者（国外の本店または支配会社を含む）との間で取引を

行う国内企業、ならびにタックスヘイブンとされる法域との取引またはそれを経由する

取引を行う企業は、独立企業間原則（arm’s length）に基づき価格を決定しなければな

らない。すなわち、比較可能な条件下において独立当事者間で合意されたであろう価格

による必要がある。 

関連当事者間取引は、現行規則に従って申告しなければならず、取引金額に応じて特定

の文書化および報告義務が課される。 

移転価格規制に違反し、その結果ボリビアにおける納税額が減少した場合、税務当局は

申告価格を調整し、職権による課税決定を行うことができる。 

12 不服申立て 

税務当局による課税決定に不服がある場合、納税者は以下のいずれかを選択できる： 

• 司法手続（税務訴訟） 

• 行政手続（税務不服申立機関への申立て） 

※両手続を同時または補充的に利用することはできない。 

13 制裁 

以下の違反行為には制裁が科される： 

• 申告不履行 

• 納税不履行 



• 虚偽申告 

• その他の税務違反 

主な違反類型： 

• 納税額の全部または一部不納付 

• 納期限後の納付 

• 源泉徴収義務違反 

• 請求書未発行 

• 形式的義務違反 

制裁内容： 

• 過少申告税額の最大 60％の罰金 

• UFV 指数による調整 

• 延滞利息 

o 4 年以内：年 4％ 

o 4～7 年：年 6％ 

o 7 年以上：年 10％ 

追加制裁： 

• 物品の没収 

• 車両の一時押収 

• 事業所の一時閉鎖 

• 許認可の停止 

14 時効（除斥期間） 

税務当局が税務債務の認定、徴収または制裁を行うことができる期間は、原則として 8

年である。 

以下の場合には 10 年に延長される： 

• 納税者登録未了 

• 申告未提出 

• 税務犯罪 

• 低課税・無税国との取引 

  



  



第 7 章 ボリビアの税制 – 各論 

1 付加価値税（IVA） 

IVA は消費に課される間接税であり、以下に適用される： 

・国内における動産の販売 

・サービスの提供 

・工事または建設契約 

・物品の輸入 

IVA は、売上税額から仕入税額を控除する方式により計算され、課税標準に対して

13％の税率が適用される。価格は税込表示としなければならない（内税方式）。 

税率は 13％であり、価格は税込表示とする必要がある。 

銀行利息および有価証券取引（株式を含む）は課税対象外であり、企業再編や資本払込

も対象外である。 

仕入に係る IVA は税額控除として認められ、月次で売上税額と相殺することができ

る。 

輸出はゼロ税率とされ、輸出品の製造に係る仕入に対して支払った IVA の還付を受け

ることができる。 

証券市場登録簿に登録された有価証券に関する取引は、IVA および取引税（IT）のいず

れも免税である。 

2 取引税（IT） 

IT は、ボリビア国内における商業、工業、専門業務または動産・不動産の賃貸に課さ

れる 3％の直接税であり、営利目的の有無を問わない。 

月次で申告・納付され、売上、サービス提供または賃貸による総収入に対して 3％が課

される。 

事業年度末に納付された企業利益税（IUE）は、翌期の IT に対する前払税額として控

除可能であり、税額控除として相殺することができる。 

証券市場登録簿に登録された有価証券に関する取引は IT の対象外である。 



3 IVA 補完税（RC-IVA） 

自然人は、所得に対して 13％の税率で課税される。 

雇用関係にある労働者については、雇用主が源泉徴収義務者となる。 

課税標準は、月額給与から社会保険料、年金拠出金および非課税最低賃金を控除して算

定される。参考として、2026 年の最低賃金は Bs3,300（約 474 米ドル）である。ま

た、非課税限度額は最低賃金 2 か月分に相当する。参考として、2019 年の最低賃金は

Bs2,122（約 305 米ドル）であった。 

4 企業利益税（Impuesto sobre las Utilidades de las Empresas – IUE） 

ボリビア国内で事業活動を行うすべての企業（個人事業主および法人を含む）は、企業

利益税（IUE）の対象となり、ボリビア源泉所得（すなわち国内で発生した所得）に基

づく年間利益に対して 25％の税率が適用される。 

課税所得（純利益）の算定にあたっては、課税対象収入の総額から、企業の経済活動に

関連し、かつ当該収入の創出に必要な費用（請求書または同等の証憑により適切に裏付

けられたもの）を控除することができる。これには、仕入に係る付加価値税（IVA）お

よび取引税（IT）も含まれ、また所得を生み出す組織の維持に必要な費用も含まれるも

のとし、適用される税務規則に従う。 

採用されている源泉地主義のもとでは、ボリビアに所在し、配置され、または経済的に

利用される資産から生じる利益、または国内で行われるいかなる行為または活動から生

じる利益は、当事者の国籍、住所または居住地に関係なく、ボリビア源泉所得とみなさ

れる。 

企業利益税（IUE）には、IUE-BE と呼ばれる源泉徴収制度が含まれており、国外受益

者に対してボリビア源泉所得の支払い（利益配当を含む）を行う場合に適用され、実効

税率は 12.5％である。 

企業の国籍や契約締結地、取引実施地にかかわらず、原則として以下はボリビア源泉所

得とみなされる： 

・ボリビアに所在する不動産、動産またはこれらに関連する権利から生じる所得 

・ボリビア国内で行われる行為または活動から生じる所得 

・ボリビアにおいて発生した事実または事象に起因する所得 



・財またはサービスの輸出から生じる所得 

・国外または国外から提供されるサービスであっても、ボリビア源泉所得を生じるもの 

企業利益税の納付 

企業利益税は、事業年度終了後 90 日以内に計算書類を作成し、120 日以内に申告・納

付しなければならない。事業年度の終了日は業種により異なる： 

決算日 対象業種 

3 月 31 日 製造業および石油企業 

6 月 30 日 ゴム、ブラジルナッツ、農業、畜産および農産加工業 

9 月 30 日 鉱業 

12 月 31 日 一般商業、銀行、保険会社、サービス業およびその他の業種 

5 外国企業支店の利益の取扱い 

外国企業の支店については、ボリビア国内で部分的に行われた商取引を除き、利益は、

実際に国外へ送金されたか否かにかかわらず、企業利益税（IUE）の申告・納付期限日

において本店に配当されたものとみなされる。 

したがって、会計年度末において、純利益の全部が国外本店へ実際に送金されていない

場合であっても、当該支店は、送金が行われたものとみなして、実効税率 12.5％の企業

利益税－国外受益者（IUE-BE）を納付しなければならない。 

もっとも、支店が当該純利益をボリビア国内で再投資する場合には、支払期限（配当が

擬制される時点）までに本店が正式に再投資を決議し、かつ当該利益を配当不可資本ま

たは準備金として会計処理することにより、IUE-BE（12.5％）の納付を回避すること

ができる。この場合、再投資額は課税標準から控除可能である。 

6 国外受益者に対する企業利益税（IUE-BE） 

上記の通り、ボリビア源泉所得を非居住者に対して国外へ送金する場合、送金額の

50％が純利益であるとみなされ、その額に対して企業利益税 25％が適用されるため、

送金総額に対する実効税率は 12.5％となる。 

適用税率は、二重課税防止条約の有無により、受益者の居住国に応じて異なる場合があ

る。例えば： 



・スペイン居住者の場合：10％ 

・スウェーデンの場合：0％まで軽減され得る 

・アルゼンチンの場合：配当支払会社の所在地国課税のため、ボリビアの 12.5％が適用

される 

7 2026 年税制改正（再投資優遇制度） 

2026 年 3 月 2 日、最高政令第 5563 号（Decreto Supremo Nº5563）が公布され、企業

利益の国内再投資を促進するための税制優遇制度が導入された。 

この制度により、ボリビア国内企業が外国株主に配当を行う場合に課される国外受益者

税（IUE-BE）について、配当利益を国内の生産活動に再投資する場合には税率が段階

的に軽減される。 

再投資割合に応じた税率は概ね以下のとおりである。 

再投資割合 IUE-BE 税率 

75％以上 3.125％ 

50％以上 75％未満 6.25％ 

25％以上 50％未満 11.25％ 

25％未満 通常税率 12.5％ 

再投資は設備投資、在庫、生産活動または事業拡張に関連する資産として計上される必

要があり、利益発生年度の翌年度末までに実施する必要がある。 

本制度は国内投資の拡大および生産能力の向上を目的として導入されたものであり、外

国投資家にとっても重要な税制上のインセンティブとなる可能性がある。 

8 金融取引税（ITF） 

ボリビア通貨の使用を促進する目的で、国内の銀行および金融機関に開設された外貨建

口座における取引に対して 0.3％の税率が課される。 

ITF は、国外へのおよび国外からの資本移転にも適用される。金融機関は源泉徴収義務

者として機能する。 

残高が 2,000 米ドル以下の口座は免税となる。 



9 市の営業許可料 （Patente Municipal） 

営利・非営利を問わず、すべての経済活動は、所轄自治体から営業許可を取得する必要

がある。これに伴い、毎年、対応する市の営業許可料を納付しなければならない。 

10 税務監査 

税務監査は国税庁（Servicio de Impuestos Nacionales：SIN）によって実施される。 

税務当局は企業の帳簿、財務資料および取引記録を調査する権限を有する。 

税務違反が認められた場合には、追加税および罰金が課される。 

11 企業の税務コンプライアンス 

ボリビアで事業を行う企業は以下の義務を負う。 

• 納税者番号（NIT）の取得 

• 会計帳簿の維持 

• 電子請求書制度の利用 

• 税務申告 

12 重複課税防止条約（CDI） 

2026 年 1 月時点で、ボリビアは以下の国と二重課税防止条約を締結・批准している： 

• ドイツ、英国・北アイルランド、スウェーデン、フランス、スペイン 

• アルゼンチンとの条約についても、配当、利子および使用料に関する課税権の配

分が個別に定められている。 

これらの条約および地域制度の内容は、必ずしも OECD モデル条約に完全準拠するも

のではなく、個別に課税権の配分が規定されているため、実務上は各条約・決議の具体

的文言を確認する必要がある。 

さらに、アンデス共同体の一員として、コロンビア、ペルー、エクアドルとともに決議

第 578 号を適用している。 



 

 

  



第 8 章 労働法制度 

1 労働法制度の基本原則 

ボリビアの労働法制は、憲法「CPE」、労働一般法（Ley General del Trabajo 1939 年 5

月 24 日付政令法により制定され、1942 年 12 月 8 日法により法律として承認されたも

の。以下「LGT」という。）、LGT 施行規則（1943 年 8 月 23 日付最高政令第 224 号

により承認されたもの。Decreto Reglamentario a la Ley General del Trabajo 以下

「DRLGT」という。）ならびに各種の政令法、最高政令および大臣決議により構成さ

れる。 

CPE は、労働を基本的権利として認めるとともに、労働関係を規律する基本原則とし

て、労働者保護原則、労働関係継続の原則、雇用安定の原則、実態優先の原則および労

働権の不可放棄性を定めている（CPE 第 48 条）。これらの原則に基づき、ボリビアの

労働法規は強行法規かつ公序に属し、労働権の放棄または縮減を内容とする合意は無効

とされる。 

さらに、本制度は、社会保障法典（1956 年 12 月 14 日法）、年金法第 065 号（2010 年

12 月 10 日）および労働衛生・安全・福利厚生一般法（1979 年 8 月 2 日政令法第

16998 号）等により補完される。 

労働関係の監督および行政調整は、主として労働・雇用・社会保障省（Ministerio de 

Trabajo, Empleo y Previsión Social）が担当している。 

ボリビアの労働法制度は、一般に労働者保護の性格が強い制度として知られており、雇

用関係の解釈においても労働者に有利な解釈が採用される傾向がある。 

2 労働契約 

契約の成立 



LGT 第 6 条に基づき、労働契約は口頭または書面により締結することができ、当事者

間において拘束力を有する。書面契約については、第三者に対して完全な法的効力を有

するため、労働監督官による認証が必要である。 

採用前健康診断 

雇用主は、雇用前に労働者に対し、所管の保健機関において採用前健康診断

（preocupacional）を受けさせる義務を負う。 

契約の類型 

個別契約および団体契約 

労働契約は以下の形態で締結される。 

（1）雇用主と個々の労働者との契約（個別契約） 

（2）雇用主と労働組合または労働者団体との契約（団体契約） 

無期契約 

ボリビアでは雇用契約は原則として期間の定めのない契約（無期限契約）とされる。一

定期間の契約も認められるが、契約の反復更新などにより実質的に継続雇用と認められ

る場合には無期限契約とみなされることがある。無期契約には最長 90 日の試用期間を

設定することができる。期間経過後は無期契約として確定し、雇用安定に関する規定が

全面適用される。 

有期契約 

有期契約は書面により締結し、MTEPS の承認を要する。これがない場合、無期契約と

推定される。契約期間は最長 1 年、更新は 1 回限りであり、それを超える場合は無期契

約と推定される。 

労働契約の事項 



雇用契約は口頭でも成立し得るが、実務上は以下の事項を明記した書面契約が締結され

ることが一般的である。 

• 職務内容 

• 勤務地 

• 賃金 

• 労働時間 

• 契約期間 

企業は労働契約を労働省に登録する義務を負う。 

3 外注（アウトソーシング） 

企業の恒常的かつ主要な業務の外部委託は原則として禁止される。違反した場合、発注

企業は直接の雇用主とみなされる。 

4 労働関係の成立要件 

以下の要素が認められる場合、契約形式にかかわらず労働関係が成立する。 

（1）雇用主に対する従属性 

（2）役務の個人的提供 

（3）報酬 

5 労働時間 

通常労働時間 

・1 日 8 時間 

・週 48 時間（男性） 

・週 40 時間（女性） 

管理職等は適用除外。 



6 時間外労働 

時間外労働は例外的に認められるが、その場合には通常賃金の 2 倍の割増賃金が支払わ

れる。 

また、日曜日または法定祝日に労働を行わせた場合には、企業は原則として振替休日を

付与する義務を負う。振替休日が付与されない場合には、当該勤務について通常賃金の

3 倍に相当する割増賃金を支払う必要がある。 

7 最低賃金 

ボリビアでは政府が毎年全国最低賃金（Salario Mínimo Nacional）を定めている。 

2026 年 1 月時点において、最低賃金は月額 3,300 ボリビアーノ（Bs3,300）とされてい

る。最低賃金は政府と労働団体との協議を踏まえ、原則として毎年改定される。 

企業は従業員に対して、法律により定められた最低賃金以上の賃金を支払う義務を負

う。なお、最低賃金は主として低所得労働者の保護を目的として設定されており、専門

職や管理職などの給与水準は通常これを大きく上回る水準となっている。 

8 年末ボーナス（Aguinaldo） 

ボリビアでは従業員に対して年末ボーナス（Aguinaldo）を支払う制度が存在する。 

Aguinaldo は通常、従業員の月給 1 か月分に相当する額が支払われる。 

支払期限は原則として 12 月 20 日までである。 

この制度はボリビアの労働法制度において義務的な制度であり、すべての企業に適用さ

れる。 

9 二重ボーナス制度 

ボリビアでは、一定の経済成長条件が満たされた場合に第二のボーナス（Segundo 

Aguinaldo）が支払われる制度が導入されている。 



この制度は、国内総生産（GDP）成長率が一定水準を超えた場合に適用される。 

該当する場合には、従業員は追加の 1 か月分の給与を受け取ることになる。 

ただし、近年は経済状況により必ずしも毎年適用されているわけではない。 

10 社会保障制度 

ボリビアでは雇用者および従業員の拠出により運営される社会保障制度が存在する。 

医療保険 

従業員は公的医療保険制度に加入する必要があり、主な機関として 

Caja Nacional de Salud（CNS） 

が存在する。 

保険料は主として雇用者が負担する。 

年金制度 

年金制度は個人口座方式を採用しており、長期年金制度は、現在、Gestora Pública de 

la Seguridad Social de Largo Plazo により運営されている。従業員は給与の一定割合を

年金制度に拠出する。 

11 外国人労働者 

ボリビアでは外国人労働者の雇用に一定の制限がある。 

区分 上限 

外国人労働者数 全従業員の 15％ 

外国人給与総額 総給与の 15％ 

ただし、専門技術者や管理職などについては例外が認められる場合がある。 

外国人労働者は労働ビザおよび居住許可を取得する必要がある。 



12 休暇制度 

従業員は勤続年数に応じて有給休暇を取得する権利を有する。 

勤続年数 年間休暇 

1～5 年 15 日 

5～10 年 20 日 

10 年以上 30 日 

13 解雇および退職補償 

ボリビア労働法では労働者の雇用安定が強く保護されている。 

企業都合による解雇の場合、以下の補償が発生する。 

退職補償（Indemnización） 

従業員には勤続 1 年につき 1 か月分の給与を基準とする補償が支払われる。 

解雇補償（Desahucio） 

予告なしに解雇された場合には 3 か月分の給与が支払われる。 

Preaviso 制度の廃止 

かつてボリビア労働法には事前解雇予告（Preaviso）制度が存在したが、憲法裁判所判

決 Sentencia Constitucional Plurinacional Nº0009/2017 により、同制度は違憲と判断さ

れ、現在は適用されていない。 

14 労働紛争 

労働紛争は主として以下の手続により解決される。 

1. 労働省による調停 

2. 労働裁判所による訴訟 



労働法は労働者保護の原則を強く採用しているため、企業は雇用契約および労務管理に

おいて慎重な対応が求められる。 

  



第 9 章 知的財産権 

1 知的財産権制度の概要 

ボリビアにおける知的財産権制度は、主としてアンデス共同体（Comunidad Andina）

法および国内法によって規律されている。 

知的財産権の行政機関は、ボリビア知的財産庁（Servicio Nacional de Propiedad 

Intelectual：SENAPI）である。SENAPI は生産開発・多元経済省の管轄下にあり、以

下の権利の登録および管理を担当している。 

• 特許権 

• 実用新案 

• 工業意匠 

• 商標 

• 著作権 

ボリビアは世界知的所有権機関（WIPO）の加盟国であり、主要な国際知的財産条約に

も参加している。 

2 産業財産権 

産業財産権は主として以下の権利から構成される。 

権利 保護期間 

特許 20 年 

実用新案 10 年 

工業意匠 10 年 

商標 10 年（更新可能） 

これらの権利は SENAPI への登録によって保護される。 



3 特許制度 

特許は、新規性、進歩性および産業上の利用可能性を満たす発明に対して付与される。 

特許権の存続期間は出願日から 20 年である。 

特許出願は SENAPI に対して行い、通常以下の手続が必要となる。 

1. 出願 

2. 方式審査 

3. 公開 

4. 実体審査 

5. 登録 

外国出願人は、ボリビア国内の代理人を通じて手続を行う必要がある。 

4 商標制度 

商標は、企業の商品またはサービスを識別する標識として保護される。 

商標権の存続期間は 10 年であり、更新により継続的に保護される。 

ボリビアでは、以下の標識が商標として登録可能である。 

• 文字商標 

• 図形商標 

• 結合商標 

• 三次元商標 

商標登録は、SENAPI への出願および審査を経て付与される。 

5 著作権 

著作権は文学、芸術および科学的著作物に対して付与される。 



主な対象は以下のとおりである。 

• 書籍 

• 音楽作品 

• 映像作品 

• ソフトウェア 

著作権は創作時に自動的に発生するが、SENAPI への登録により権利保護の証拠性が高

まる。 

6 外国企業の留意点 

外国企業がボリビア市場に参入する場合、以下の措置が推奨される。 

• 商標の早期登録 

• 技術契約の登録 

• ライセンス契約の明確化 

特にブランド製品を扱う企業にとっては、市場参入前の商標登録が重要となる。 

  



第 10 章   ボリビアの銀行制度 

ボリビアにおける金融活動は、2013 年 8 月 21 日に公布された金融サービス法第 393

号、金融システム監督局（Autoridad de Supervisión del Sistema Financiero：ASFI）が

定める規則集、1995 年 10 月 31 日に公布された中央銀行法および中央銀行理事会の決

議・規定によって規制されている。 

金融サービス法は、ボリビア国内における金融仲介活動および金融サービスの提供、な

らびにこれらのサービスを提供する金融機関の組織および運営を規制することを目的と

している。また、同法は金融消費者の保護、金融サービスの普遍的提供の確保、ならび

に国家の経済社会開発政策を支援する金融システムの運営を促進することを目的として

いる。 

これらの法令により、ボリビアでは以下のような銀行および金融機関の設立・営業が認

められている。ただし、いずれの金融機関であっても、法律が定める要件を満たし、

ASFI の認可を取得しなければ金融業務を営むことはできない。 

金融機関の種類 

マルチプル銀行（Banco Múltiple） 

一般市民および企業から預金を受け入れ、幅広い金融サービスを提供することができる

銀行である。企業融資、消費者金融、外国為替取引など、商業銀行としての主要な金融

サービスを提供する。 

中小企業金融銀行（Banco PyME） 

一般市民および企業から預金を受け入れ、主として中小企業および零細企業向けの金融

サービスの提供を専門とする銀行である。ただし、総融資額の一定割合を限度として大

企業向けの融資を行うことも認められている。 

預金融資協同組合（Cooperativa de Ahorro y Crédito） 

預金融資協同組合には、公開型と閉鎖型がある。公開型は一般市民および組合員から預

金を受け入れ、主として組合員に対して融資その他の金融サービスを提供する。閉鎖型

は組合員のみから預金を受け入れ、組合員に対してのみ金融サービスを提供する。 

住宅金融機関（Entidad Financiera de Vivienda） 

一般市民から預金を受け入れ、主として住宅購入、住宅建設、住宅改修などの住宅関連

融資を専門とする金融機関である。 



開発金融機関（Entidad Financiera de Desarrollo） 

教育、零細企業および中小企業の育成などを目的として金融サービスを提供する非営利

型金融機関である。 

補完的金融サービス会社 

金融システムには、法令上、銀行以外にも以下の補完的金融サービス会社が認められて

いる。 

金融リース会社（Empresa de Arrendamiento Financiero） 

顧客が必要とする設備を購入し、これを顧客に貸与する金融リース業務を専門とする。 

ファクタリング会社（Empresa de Factoraje） 

企業の売掛債権を買い取り、その管理および回収を行うとともに、売掛先企業の信用調

査や売掛金の前払金融を提供する。 

クレジットカード管理会社（Empresa Administradora de Tarjetas de Crédito） 

クレジットカード加盟店の管理、取引データの処理、加盟店への支払い処理などを行

う。 

外国銀行 

外国で設立された銀行は、ボリビア法が定める要件を満たし、金融システム監督局の認

可を取得することにより、ボリビア国内に支店を開設することができる。また、外国人

がボリビア国内で銀行その他の金融機関を設立する場合、法律上、ボリビア人と同等の

権利および義務が認められている。 

銀行口座の開設 

マネーロンダリング防止政策の一環として、銀行口座の開設に際しては本人確認が厳格

に行われる。外国人が個人として銀行口座を開設する場合には、通常、ボリビア国内の

居住資格および外国人身分証明書の提示が求められる。 

法人または外国会社の支店が銀行口座を開設する場合には、一般的に以下の書類が必要

となる。 

・商業登記証明書 

・会社設立証書および定款 

・代理人への委任状（公正証書） 

・代理人の身分証明書 

・事務所所在地を確認するための賃貸契約書または売買契約書等 



銀行決済制度（Bancarización） 

ボリビア税法においては、企業または商人が 50,000 ボリビアノス以上の支払いを行う

場合、銀行振込、小切手、クレジットカードなど銀行システムを通じた決済手段を使用

しなければならない。この規定に違反した支払いは税務上費用として認められず、損金

算入の対象とならない。 

 

 

  



第 11 章      ボリビアにおける証券取引 

ボリビアにおける証券市場は、1998 年 3 月 31 日に発効した証券市場法第 1834 号およ

び同法施行規則（最高行政令第 25022 号）、ならびに金融システム監督局（ASFI）の

規則によって規制されている。 

同法は、証券市場の組織的かつ透明な運営を確保し、投資家保護および資本市場の発展

を促進することを目的としている。 

ボリビア証券取引所 

ボリビアにおいて現在営業している証券取引所は、ボリビア証券取引所（Bolsa 

Boliviana de Valores S.A.）のみである。 

同取引所はラパスに本拠を置き、1976 年に株式会社として設立され、1989 年に取引を

開始した。 

証券取引所は、証券の売り手と買い手を仲介する証券会社の注文を集中させることによ

り、市場における需要と供給を調整し、公正かつ効率的な価格形成を促進する役割を担

っている。 

ボリビア証券市場の特徴として、取引される証券の大部分が国債、社債、中央銀行証券

などの確定利付証券であり、株式などの不確定利付証券の取引は比較的少ない点が挙げ

られる。 

 

  



第 12 章    会計および会計監査 

ボリビア商法典は、すべての商人（会社を含む）に対し、その事業の規模および性質に

応じた適切な会計帳簿および財務書類を作成し保存する義務を課している。 

財務書類は通常、公認会計士によって作成されるが、その内容についての最終的責任は

会社の法定代理人または商人本人が負う。 

中規模または大規模企業では、社内に会計部門を設けて公認会計士を雇用することが一

般的である。一方、小規模企業では外部の会計士を顧問として利用する場合も多い。 

会計基準 

ボリビアでは、ボリビア監査人・公認会計士協会の全国評議会によって承認されたボリ

ビア会計基準（Normas de Contabilidad）が適用される。 

ただし、銀行、石油・ガス会社、電力会社、航空会社、通信会社など、特定の監督機関

の管轄下にある企業は、それぞれの規制当局が定める特別な会計規則を適用しなければ

ならない。 

財務諸表 

企業は通常、以下の財務諸表を作成する義務を負う。 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・資本変動計算書 

・キャッシュフロー計算書 

・財務諸表注記 

一定規模以上の企業については、外部監査人による監査報告書の提出が求められる場合

がある。 

会計帳簿 

商法典により、すべての商人は少なくとも以下の会計帳簿を作成・保存しなければなら

ない。 

・日記帳 

・総勘定元帳 

・在庫帳 

・貸借対照表帳 

さらに必要に応じて補助簿を作成することができる。 



税務帳簿 

税務申告のため、以下の帳簿を保持する必要がある。 

・付加価値税仕入帳（Libro de Compras IVA） 

・付加価値税売上帳（Libro de Ventas IVA） 

ボリビアの付加価値税（IVA）の税率は 13％であり、毎月申告が必要である。 

 

  



第 13 章 紛争解決制度（仲裁） 

1 紛争解決制度の概要 

ボリビアにおける商事紛争の解決手段としては、主として以下の方法が利用される。 

1. 裁判所による訴訟 

2. 仲裁 

3. 調停 

近年、商事紛争においては仲裁による解決が広く利用されている。仲裁制度は 2015 年

仲裁調停法（Ley Nº708 de Conciliación y Arbitraje）により規定されている。 

2 仲裁法（Ley 708） 

Ley Nº708 は、ボリビアにおける仲裁および調停制度の基本法であり、国内仲裁および

国際仲裁の双方を規律している。 

同法の主な特徴は以下のとおりである。 

• 仲裁合意の尊重 

• 仲裁判断の最終性 

• 裁判所による限定的な関与 

仲裁は、当事者の合意に基づき、裁判所に代わる紛争解決手段として利用される。 

3 仲裁合意 

仲裁を利用するためには、当事者間で仲裁合意（Convenio Arbitral）が存在する必要が

ある。 

仲裁合意は以下の形態で成立する。 

• 契約条項としての仲裁条項 

• 独立した仲裁合意書 

仲裁合意は原則として書面形式で締結される。 

4 仲裁機関 

ボリビアでは、以下の仲裁機関が主要な仲裁機関として利用されている。 



仲裁機関 所在地 

商業会議所仲裁センター（CNC） ラパス 

CAINCO 仲裁センター サンタクルス 

コチャバンバ商業会議所仲裁センター コチャバンバ 

これらの仲裁機関は、企業間紛争や商事契約紛争を取り扱っている。 

5 仲裁手続 

仲裁手続は通常、以下の流れで進行する。 

1. 仲裁申立て 

2. 仲裁人の選任 

3. 手続準備会議 

4. 証拠提出 

5. 審理 

6. 仲裁判断 

仲裁判断は最終的かつ拘束力を有する。 

6 仲裁判断の効力 

仲裁判断は当事者に対して拘束力を有し、原則として上訴は認められない。 

ただし、一定の場合には仲裁判断取消訴訟（recurso de anulación）を提起することがで

きる。 

取消訴訟は限定的な理由に基づき認められる。 

7 外国仲裁判断の承認 

ボリビアはニューヨーク条約（1958 年）の締約国であり、外国仲裁判断の承認および

執行が認められている。 

外国仲裁判断は、一定の手続を経てボリビア国内で執行することが可能である。 



8 投資紛争 

外国投資契約においては、契約書に仲裁条項が定められることが多い。仲裁地としては

以下が利用される場合がある。 

・ボリビア国内仲裁 

・国際仲裁（ICC、UNCITRAL 等） 

外国投資家は契約締結時に紛争解決条項を慎重に検討する必要がある。 

なお、ボリビアは 2007 年に国際投資紛争解決センター（International Centre for 

Settlement of Investment Disputes：ICSID）条約から脱退している。このため、外国投

資紛争において ICSID 仲裁を利用することは通常できない。現在、外国投資に関する

紛争解決は、主として国内仲裁、または UNCITRAL 仲裁規則や ICC 仲裁規則などに基

づく国際商事仲裁の形態により処理されることが多い。国家または国営企業が関与する

契約については、Ley Nº708 に基づく国家関与仲裁に関する特別規定が適用される場合

があるため、契約締結時に紛争解決条項を慎重に検討する必要がある。 


